














によると、2017 年 10 月 1 日現在、いわき市の人
口は 327,491 人であり、65 歳以上の人口について
は 95,614 人、高齢化率は 29.2％となっている（い
わき市 2018a）。カフェの開催実績については、
2016 年度において開催回数は 53 回であり、参加

































2017 年 8 月より 10 月のカフェの開催日以
外において、全 15 回にわたり実施した。
４）回収状況
調査対象者数 185 人、有効回答者数 183 人、
無効回答者数 2人（回答率 98.9％）
５）有効回答者の性別
































代」14 人（13.5％）、「50 代」12 人（11.5％）、「90



































































































「祝日」15 件（12.9 件）、「平日」14 件（12.1％）、
「わからない」6件（5.2％）と続いた。
Ⅴ．考察
意識調査の再検証に関する分析結果の考察につ
いては、次のとおりである。
カフェの利用状況において、事業所等の回答者
の約 7割、大学生の回答者では 9割以上が「利用
したことはない」との回答がみられた。利用状況
に関連して、カフェを利用できない理由について
は、事業所等では「都合により」、大学生におい
ては「近くにない」との回答が最も多くみられた。
カフェの開催状況と地域の利用者ニーズとの間に
差異が存在すると考えられる。併せて、「活動内
容がわからない」との回答についても双方におい
て一定数みられた。地域において、カフェの活動
及び開催情報等が十分に伝わっていない可能性が
あり、住民のカフェの利用に影響を及ぼしている
と考えられる。
カフェの必要性については、回答者間に認識の
差異が存在するが、事業所等の回答者の 6割以上、
大学生の回答者では 8割以上において、「感じて
いる」と肯定的にとらえる回答がみられた。一方、
事業所等の回答者の約 2割において、「わからな
い」との回答がみられることから、カフェを利用
できない理由と同様に、地域においてカフェの活
動内容等が十分に伝わっていないと考えられる。
大学生の回答については、学内において福祉を学
ぶ環境であることが回答結果に反映していると考
えられる。
カフェにおいて、必要及び配慮すべきこととし
ては、事業所等及び大学生の回答者の双方より、
「訪れやすい雰囲気」であるとの回答が最も多く
みられた。必要及び配慮すべきことに関連して、
カフェの望ましい開催場所については、事業所等
では「介護施設」、大学生においては「商業施設」
との回答が最も多くみられた。住民がカフェに求
める「訪れやすい雰囲気」については、開催場所
の利便性と併せて、カフェを利用できない理由に
ある「認知症の言葉に抵抗がある」等の回答がみ
－ 33 －
られるように、回答者それぞれが想起する印象が
カフェの訪れやすさに影響を及ぼしていると考え
られる。
Ⅵ．結論
意識調査を再検証した結果、カフェの利用促進
における住民間の年代的差異については、回答者
それぞれの年代によるライフスタイルと関連して
おり、その差異がカフェの意識のとらえ方に影響
を及ぼしていることが明らかとなった。同時に、
今後のカフェの利用促進において、さまざまな年
代の住民が「訪れやすい」と感じることができる
カフェの環境づくりが最も重要であるといえる。
また、住民がカフェを身近な存在として認識し、
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活動に対する理解を深めるためには、カフェの開
催情報に併せて、活動の意義及びカフェを利用す
ることにより得られる効果等について、地域に向
けて積極的に周知できる仕組みが求められるとい
える。
Ⅶ．本研究の課題と限界
本研究において、対象者それぞれの詳細な属性
（認知症の人、その家族等）におけるカフェに関
する意識等については把握することができなかっ
た。同時に、調査場所及び調査母数が限られてい
ることから、地域における十分な客観性を担保し
得ていないことは本研究の限界である。
